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１．土地・水資源局関係予算総括表

　（１）国　費
（単位：百万円）

前　　　年　　　度 21    年   　度 対前年度
　 予　　　算　　　額 概 算 決 定 額 倍　　　率 備　　　　考

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ／Ａ）

１．土地の有効利用に向けた土地政策の推進 78,247 71,440 0.91
　  うち、行政経費 (23,434) (22,134) (0.94)

　　　　うち、公共事業費 (54,813) (49,306) (0.90)

(1)　土地市場の条件整備 22,798 21,636 0.95

(2)　土地の適正な利用の推進 55,195 49,574 0.90
　　　　うち、公共事業費 (54,813) (49,306) (0.90) 住宅市街地基盤整備事業

（住宅局と共管）
(3)　円滑・迅速かつ適正な用地取得の推進 50 33 0.65

(4)　その他 203 198 0.97

２．安全・安心な水資源確保を図る総合的水資源政策の推進 46,073 44,423 0.96
　  うち、行政経費 (268) (259) (0.97)

　　　　うち、公共事業費 (45,805) (44,164) (0.96)

(1)  安定的な水利用の確保に向けた施策の推進 45,742 44,130 0.96

(2)　総合水資源管理の推進 331 293 0.89

合　　　　　計 124,320 115,863 0.93
　 うち、行政経費 (23,765) (22,427) (0.94)
　 うち、公共事業費 (100,555) (93,436) (0.93)

事　　　　　　　　　　項



 （２）財政投融資等
（単位：百万円）

区　　　　分 前 　年　 度 21　年　度 対前年度 前 　年　 度 21　年　度 対前年度 前 　年　 度 21　年　度 対前年度 備考

予 　算 　額 概算決定額 倍　　率 予 　算 　額 概算決定額 倍　　率 予 　算 　額 概算決定額 倍　　率

(Ａ) (Ｂ) (Ｂ/Ａ) (Ａ) (Ｂ) (Ｂ/Ａ) (Ａ) (Ｂ) (Ｂ/Ａ)

独 立 行 政 法 人
水 資 源 機 構

11,500 12,700 1.10 238,576 214,522 0.90 250,076 227,222 0.91

　

財 政 投 融 資 自 己 資 金 等 合     計



２．新規制度等

事 項 備考

＜行 政 経 費＞

○ 不動産市場データベースの構築

経済財政改革の基本方針２００８の「業種別生産性向上プログ
ラム」に基づき、オフィス、マンション等の不動産の管理に係る
規格を標準化した収益、費用等の情報を収集し、不動産取引の指
針となるよう、不動産の収益性に関する指標を提供する「不動産
市場データベース」を構築することにより、不動産業の生産性向
上を図るとともに、不動産市場データベースに蓄積された情報を
踏まえて不動産鑑定評価基準の運用、鑑定評価の手順及び実務の
現状等のモニタリング手法の確立に向けた方策等を検討する。

○ 環境に配慮した不動産投資市場の形成に向けた検討

我が国において、環境に配慮した不動産に安定的に資金が循環
するような市場を形成し、環境に配慮した土地利用のあり方につ
なげていくため、海外での環境に配慮した不動産に対する投資の
現状や方向性について調査するとともに、市場メカニズムの中で
環境に配慮した不動産に対して投資を呼び込むための評価のあり
方や情報提供方策などの条件整備に向けた検討を行う。

○ 都市部における地籍調査推進手法の検討

国土調査促進特別措置法に基づく第５次国土調査事業十箇年計
画が平成21年度末に終了することを踏まえ、平成22年度以降の計
画に向け、特に地籍調査の進捗が遅れている都市部における地籍
調査の推進手法を確立し、地籍調査の効率化を図るため、モデル
地区実証実験を行う。

○ 外部不経済をもたらす土地利用状況の対策の検討

管理水準の低下した土地等、周辺環境へ多大な外部不経済をも
たらす土地利用の状況を改善し、適正かつ合理的な土地利用を実
現するための支援方策の検討を行う。

○ 日本及び世界の水資源確保のための情報の体系的
な収集・提供システムの整備

我が国の水資源の確保を図り、また、世界の水危機の解決に貢
献するためには、流域単位で関係者が連携・調整を図りつつ、我
が国の産官学が有する知識や経験を活用して、国際競争力を有す
る健全な水循環地域を創出する必要がある。

そのため、気候変動による渇水の深刻化や水質の悪化等の新た
なリスクに対応し、流域の水資源を関係者と連携・調整しながら
総合的に管理することを目的として、流域の水資源に関する情報
を、一元的に収集・解析・提供するシステムの整備を図る。

また、グローバル化する総合的な水資源管理と連携するため、
海外からの情報収集、アジア諸国等への情報提供をあわせて実施
する。



不動産市場データベースの構築

概算決定額 １７９百万円

１．施策の目的

不動産投資市場の健全な発展を図る観点から、不動産情報に関する収集・

分析コストの低減を図る必要がある。このため、経済財政改革の基本方針

「 」 。２００８の 業種別生産性向上プログラム に基づき以下の施策を実施する

２．施策の概要

経済財政改革の基本方針２００８の「業種別生産性向上プログラム」に基

、 、 、づき オフィス マンション等の不動産の管理に係る規格を標準化した収益

費用等の情報を収集し、不動産取引の指針となるよう、不動産の収益性に関

する指標を提供する「不動産市場データベース」を構築することにより、不

不動産市場データベースに蓄積された動産業の生産性向上を図るとともに、

情報を踏まえて不動産鑑定評価基準の運用、鑑定評価の手順及び実務の現状

等のモニタリング手法の確立に向けた方策等を検討する。

国際競争力の強化に向けた不動産市場への内外これらの取り組みにより、

からの資金流入を促進し、不動産市場の着実な成長を図る。

不動産市場データベースの構築

・不動産投資市場の健全な発展を図る観点から、不動産情報に関する収集・分析コストの低減を図る

必要性がある。

・このため、経済財政改革の基本方針２００８の「業種別生産性向上プログラム」に基づき以下の施策を

実施する。

不動産取引・不動産投資に当たっての情報収集・分析コストの低減に資する情報を広く提供

不動産業の生産性向上及び日本の不動産市場への資金流入を促進

現 状

・オフィスビル、商業

ビル、 賃貸マンション

等

・地価公示等の調査

による賃貸事例情報

不動産の収益性の指標
（例）賃料 INDEX

効果

不動産市場データベース

賃　　　　料 　　　　　　

維持修繕費 　　　　　　

・
・
・

不動産情報規格の標準化

ホテル、物流施設等を追加
対象地域を全国の主要都市等へ拡充

具体的施策

拡充・オフィス、商業ビル、賃貸マンション

・三大都市圏の主要都市

市況にあった投資活動、

リスク管理

国民・企業

国内外投資家

行 政 地価公示、用地補償、

土地政策等への活用

鑑定評価モニタリング

の審査強化

安心な不動産取引、

資産運用

不動産市場データベースの構築

・不動産投資市場の健全な発展を図る観点から、不動産情報に関する収集・分析コストの低減を図る

必要性がある。

・このため、経済財政改革の基本方針２００８の「業種別生産性向上プログラム」に基づき以下の施策を

実施する。

不動産取引・不動産投資に当たっての情報収集・分析コストの低減に資する情報を広く提供

不動産業の生産性向上及び日本の不動産市場への資金流入を促進

現 状

・オフィスビル、商業

ビル、 賃貸マンション

等

・地価公示等の調査

による賃貸事例情報

不動産の収益性の指標
（例）賃料 INDEX

効果

不動産市場データベース

賃　　　　料 　　　　　　

維持修繕費 　　　　　　

・
・
・

不動産情報規格の標準化

ホテル、物流施設等を追加
対象地域を全国の主要都市等へ拡充

具体的施策

拡充・オフィス、商業ビル、賃貸マンション

・三大都市圏の主要都市

市況にあった投資活動、

リスク管理

国民・企業

国内外投資家

行 政 地価公示、用地補償、

土地政策等への活用

鑑定評価モニタリング

の審査強化

安心な不動産取引、

資産運用



環境に配慮した不動産投資市場の形成に向けた検討

概算決定額 １５百万円

１．施策の目的

京都議定書や洞爺湖サミットの首脳宣言の実現のためのCO2対策は我が国の

喫緊の課題である。不動産分野においては、これまで、省エネ、緑化などの環

境に配慮した取り組みが行われているが、これらの取り組みは長期的には不動

産の維持管理コストの低減や付加価値の向上の面からも効果が期待できるもの

であるとともに、都市や地域の魅力や競争力の強化に重要な役割を果たすもの

、 。であり 環境に配慮した不動産投資市場の形成に向けた検討を行う必要がある

２．施策の概要

環境に配慮した不動産に安定的に資金が循環するような市場を形成し、環境

に配慮した土地利用のあり方につなげていくため、海外での環境に配慮した不

動産に対する投資の現状や方向性について調査するとともに、市場メカニズム

の中で環境に配慮した不動産に対して投資を呼び込むための評価のあり方や情

報提供方策などの条件整備に向けた検討を行う。

・環境要素を組み込んだ評価のあり方や情報提
供方策などの条件整備

・不動産市場における環境投資の意識向上

環境に配慮した不動産投資市場の形成に向けた調査

①環境に配慮した不動産市場の現状調査
・海外での環境に配慮した不動産投資にあたっての現状及び方向性について調査
・国内における環境に配慮した不動産投資への意識調査

②不動産の環境投資市場を形成するための検討
・環境に配慮した不動産が市場において評価される条件整備

①環境に配慮した不動産に対する国内外の長期安
定資金の呼び込み

②不動産市場における環境対策の促進
③環境に配慮した土地利用の実現促進

環境に配慮した不動産投資市場の形成に向けた検討

◎結果の活用

・環境要素を組み込んだ評価のあり方や情報提
供方策などの条件整備

・不動産市場における環境投資の意識向上

環境に配慮した不動産投資市場の形成に向けた調査

①環境に配慮した不動産市場の現状調査
・海外での環境に配慮した不動産投資にあたっての現状及び方向性について調査
・国内における環境に配慮した不動産投資への意識調査

②不動産の環境投資市場を形成するための検討
・環境に配慮した不動産が市場において評価される条件整備

①環境に配慮した不動産に対する国内外の長期安
定資金の呼び込み

②不動産市場における環境対策の促進
③環境に配慮した土地利用の実現促進

環境に配慮した不動産投資市場の形成に向けた検討

◎結果の活用



都市部における地籍調査推進手法の検討

概算決定額 ２９百万円

１．施策の目的

国土調査促進特別措置法に基づく第５次国土調査事業十箇年計画が平成21

年度末に終了することを踏まえ、平成22年度以降の計画に向け、特に地籍調

査の進捗が遅れている都市部における地籍調査の推進手法を確立し、地籍調

査の効率化を図る。

２．施策の概要

都市部では、平成１６年度より実施してきた都市再生街区基本調査（土地

活用促進調査を含む ）の成果や、民間測量成果を利用して、地籍調査を効。

率的に実施することが望ましい。そのため、これまでに様々な測量成果が蓄

積されている箇所や新たに民間の測量成果を収集できる地域において、モデ

ル地区実証実験を実施し、都市部において効率的に地籍調査を実施するため

の手法を確立する。





外部不経済をもたらす土地利用状況の対策の検討

概算決定額 １１百万円

１．施策の目的

我が国の人口が減少局面を迎える中で、空き家・空き地における雑草の繁

茂、汚泥・廃棄物の堆積等により、治安や景観の悪化、不動産価値の低下な

ど周辺環境への多大な外部不経済をもたらし、結果として適正かつ合理的な

土地利用を阻害している事例が各地でみられる状況にある。

今後、こうした外部不経済をもたらす土地利用が増加することが予想され

、 。ることを踏まえ 総合的な観点からその解決方法を見出していく必要がある

２．施策の概要

管理水準の低下した土地等、周辺環境へ多大な外部不経済をもたらす土地

利用の状況を改善し、適正かつ合理的な土地利用を実現するための支援方策

の検討を行う。

外部不経済をもたらす土地利用状況の対策の検討

人口・世帯数の減少に伴う土地需要の緩和

空き家・空き地等の雑草繁茂、汚泥・廃棄物等の堆積等

治安の悪化、景観の悪化、不動産価値の低下治安の悪化、景観の悪化、不動産価値の低下

周辺環境への多大な外部不経済外部不経済をもたらす

土地利用上の各種施策の効果を低下

適正かつ合理的な土地利用を阻害適正かつ合理的な土地利用を阻害

合理的な管理・保全手法等の提案合理的な管理・保全手法等の提案対策及び支援方策の検討対策及び支援方策の検討

廃棄物の不法投棄

空き家の雑草繁茂

■現行法制度等の活用検討

■紛争処理手法等の検討

■地方公共団体等への支援方策検討

など

■現行法制度等の活用検討

■紛争処理手法等の検討

■地方公共団体等への支援方策検討

など

外部不経済をもたらす

土地利用の状況に対し、

解決手法等を提案

外部不経済をもたらす外部不経済をもたらす

土地利用の状況に対し、土地利用の状況に対し、

解決手法等を提案解決手法等を提案

人口・世帯数の減少に伴う土地需要の緩和

空き家・空き地等の雑草繁茂、汚泥・廃棄物等の堆積等

治安の悪化、景観の悪化、不動産価値の低下治安の悪化、景観の悪化、不動産価値の低下

周辺環境への多大な外部不経済外部不経済をもたらす

土地利用上の各種施策の効果を低下

適正かつ合理的な土地利用を阻害適正かつ合理的な土地利用を阻害

合理的な管理・保全手法等の提案合理的な管理・保全手法等の提案対策及び支援方策の検討対策及び支援方策の検討

廃棄物の不法投棄

空き家の雑草繁茂

■現行法制度等の活用検討

■紛争処理手法等の検討

■地方公共団体等への支援方策検討

など

■現行法制度等の活用検討

■紛争処理手法等の検討

■地方公共団体等への支援方策検討

など

外部不経済をもたらす

土地利用の状況に対し、

解決手法等を提案

外部不経済をもたらす外部不経済をもたらす

土地利用の状況に対し、土地利用の状況に対し、

解決手法等を提案解決手法等を提案



日本及び世界の水資源確保のための  
情報の体系的な収集・提供システムの整備  

 

概算決定額  ５３百万円  

１．施策の目的  
我が国の水資源の確保を図り、また、世界の水危機の解決に貢献するために

は、流域単位で関係者が連携・調整を図りつつ、我が国の産官学が有する知識

や経験を活用して、国際競争力を有する健全な水循環地域を創出する必要があ

る。  
そのため、気候変動による渇水の深刻化や水質の悪化等の新たなリスクに対

応し、流域の水資源を関係者と連携・調整しながら総合的に管理することを目

的として、流域の水資源に関する情報を、一元的に収集・解析・提供するシス

テムの整備を図る。 

また、グローバル化する総合的な水資源管理と連携するため、海外からの情

報収集、アジア諸国等への情報提供をあわせて実施する。 

 

２．施策の内容  
主要水系における現況を踏まえて、水資源情報を定量的に把握するためのデ

ータベース、情報の所在を明らかにする仕組みであるクリアリングハウス等の

構築のための検討を行うとともに、施策の効果を定量的に把握するシミュレー

ションモデルの作成のための検討を行う。  
また、海外からの情報収集、アジア諸国等への情報提供のあり方を検討する。 

 

干ばつ・渇水対策の着実な実施
表流水の水量だけでなく、再生水なども含めた水量・水質を考慮した総合水資源管理の確立
総合水資源管理に関する国際社会との連携。並びに世界の水問題解決への貢献

ＤＢ

・水資源に関する各種データの所在を明らかにする

・ 「量」に加え「質」の情報も統合収集

・再生水などの新たな情報も収集

・海外の総合水資源管理に関する情報の収集

・我が国の総合水資源管理に関する情報の発信

ＤＢ

ＤＢ

水系のあらゆる水資源の
水質・水量データを

インターネットで収集・提供
ＤＢ

シミュレーションにより
施策の効果・影響を定量的に把握

・グローバル化する総合水資源管理
・我が国の総合水資源管理の推進
のため、国際社会と技術と情報の
連携を推進

海外の総合水資源管理
に関する情報の収集

我が国の総合水資源管理
に関する情報の発信

体系的な情報収集・提供・解析システムの構築

降水量、気象状況等
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